高知県地域づくり支援事業実施要領
第１　目的
この要領は、高知県地域づくり支援事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第19条の規定に基づき、高知県地域づくり支援事業の実施に関し必要な事項を定めるものとする。
第２　補助事業の実施基準等
　要綱第４条第２項の「知事が別に定める」実施基準は、別表第１のとおりとする。

第３　実施計画書に添付する書類
　要綱第６条の「知事が必要があると認める書類」は、別表第２のとおりとする。

第４　補助対象とならない経費
　要綱別表第１の注２の知事が定める「補助の対象とならない経費」は、次のとおりとする。

（１）用地の取得及び整地に要する経費

（２）既存の施設及び設備等の撤去並びにその処理（分別、収集、運搬、再生、処分等）に要する経費。ただし、改修に伴い発生する撤去に要する経費は、補助の対象とすることができるものとする。

（３）商品（試供品及び試食品含む）の製造に供する原材料費等。ただし、商品の開発や試作品の製造、市場等調査に必要となるこれらの経費は、補助の対象とすることができるものとする。

（４）実施主体の人件費
（５）既存施設の改修経費で単なる維持修繕を目的とするもの
（６）公課費
（７）（１）から（６）までのほか、補助することが適当であると認められない経費
第５　補助事業の重要な変更

　要綱第11条第６号 の「補助事業の内容の重要な部分に関する変更」は、次のとおりとする。
交付決定時又は変更承認時に予定していなかった工事、設備等の追加
第６　補助事業の実績報告等

　要綱第13条第１項及び第2項の「知事が別に定める書類」とは、別表第３のとおりとする。
　　　
第７　委任

　この要領に定めるもののほか、地域づくり支援事業の実施に関し必要な事項は、知事が別に定める。

附　則
１　この要領は、平成28年４月６日から施行する。
別表第１
事業実施基準
１　補助対象事業
　　要綱第４条各号に規定する事業について、公用施設の整備及び施設等の維持管理に係る事業並びに国又は県等の他の補助事業として採択された事業については、対象としない。
２　事業採択基準
（１）共通採択基準
　　 ア　地域の実情及び住民ニーズに対応した適切な目標設定が行われていること。

審査事項は、課題把握の的確性、設定目標の妥当性、政策形成方針の明確性等とする。
　　 イ　事業の有効性が認められること。
　　　　 審査事項は、事業の検討熟度、選択した事業の効果等とする。
　　 ウ　投資にふさわしい効果を期待することができること。
　　　　 審査事項は、費用対効果の妥当性、事業実施のタイミング等とする。
　　 エ　事業実施のための環境が整っていること。
　　　　 審査事項は、関係者の合意形成状況、推進体制、諸手続の準備状況等とする。
　　 オ　将来の財政負担等への対応が考慮されていること。
　　　　 審査事項は、財源対策状況、財政計画との整合性、維持管理費等将来の財政負担への

対応等とする。
（２）個別採択基準
　　　小さなビジネス支援事業

　　　各産業振興推進地域本部で小さなビジネスとして指定された取組で、翌年度の事業計画
が策定されているものであることとする。

３　補助事業の採択等　

（１）実施計画書等の提出

補助事業者は、補助事業ごとに補助金交付要綱第６条に定める実施計画書等を知事に提出するものとする。
（２）補助事業の内定

知事は、補助事業者より提出された実施計画書等により採択内定を決定し、補助事業者
に通知するものとする。
（３）補助金交付申請

採択内定の通知を受けた補助事業者は、補助事業ごとに、補助金交付要綱第７条に定め
る補助金交付申請書等を提出しなければならない。
知事は、補助事業者より提出された補助金交付申請書により、採択の可否について決定を行う。
別表第２
１　事業実施主体が市町村等の場合
	
	提　出　書　類
	注　意　事　項

	１
	事業計画書（要綱別記第１号様式）
事業計画書（個票）（要綱別記第１号様式の２）
	

	２
	経費積算明細書
	経費の見積書、購入する備品等のカタログ、設計書又は見積書の写しを添付してください。

	３
	工程表又は事業スケジュール

	

	４
	知事が必要と認める資料
	(１)工事を伴う場合は、工事の概要が分かる資料のほか、位置図、平面図及び貸借契約書等の写し（土地等を貸借する場合）を提出してください。
(２)市町村等がこの補助金を受けて整備する施設等を他の者が利用する場合は、その者についての概要を提出してください。


２　事業実施主体が団体の場合（１に加えて次の資料を添付）
	
	提　出　書　類
	注　意　事　項

	１
	事業実施主体の定款又は概要　
	法人格のない団体が事業実施主体となる場合は、団体の規約又は会則及び会員名簿を提出してください。（会則が無い場合は、団体の概要をまとめた資料を提出）

	２
	市町村の補助金交付要綱
	補助率、補助限度額等を定めた補助金の交付についての基準を定めた要綱を提出してください。

	３
	県税事務所で発行する全税目の納税証明書原本（滞納がないことを証するもの）　　　　　
	企業等が事業実施主体となる場合は、提出が必要です。

※小さなビジネス支援事業を申請する場合のみ

	４
	法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）　
※原本
	企業等が事業実施主体となる場合は、提出が必要です。また法人格のない団体であって、構成員に企業等が含まれている場合も提出が必要です。
※小さなビジネス支援事業を申請する場合のみ

	５
	今後の事業計画
	補助事業実施後の翌年度までの事業計画及び補助事業実施しての売り上げ目標（現在との比較ができるもの）

　※小さなビジネス支援事業を申請する場合のみ


３　注意事項
・書類は、各１部を提出してください。

別表第３　
１　事業実施主体が市町村等の場合
	
	提　出　書　類
	注　意　事　項

	１
	補助金実績報告書（要綱別記第６号様式）
	事業完了日は、市町村等の検査が完了した日としてください。

	２
	工事請負、委託等の契約書の写し
	（１）契約件名、契約期間、契約金額及び契約当事者が記載された部分のみとし、補助事業分に限る。

（２）契約を変更した場合には、その事実を確認することができる書類）の写し

	３
	完了検査調書の写し
	

	４
	工事出来高設計書・領収書の写し、会計伝票の写し又はこれに類する書類
	複数の工事、事業を実施した場合は、それらをまとめた事業費一覧表を作成してください。

	５
	完成写真
	必要最小限の枚数で施行前と施行後とが対比することができるものであること

	６
	平面図
	建物の整備等のハード事業に限り、建物整備の場合は、立面図も添付してください。

	７
	取得財産等管理明細票（要綱別記第10号様式）
	取得価格又は効用の増加価格が50万円を超える取得財産がある場合

	８
	１から７のほか、実施した事業の内容が分かる資料
	


２　事業実施主体が団体の場合（１に加えて次の資料を添付）
	
	提　出　書　類
	注　意　事　項

	１
	上記１の１から８に掲げる書類
	

	2
	市町村等の補助金交付決定通知の写し　
	

	3
	市町村等の補助金検査調書の写し
	


３　注意事項
・書類は、各１部を提出してください。







